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れる。本稿では、グレアムのモデルに修正を加えた M 国 N 財グレアム型モデルを提





塩沢(2014)*1 の刊行によって非主流派の貿易理論が 1 つの画期を迎えている。塩沢が
















































構成は以下の通り。第 1 節ではグレアム・モデルを簡単に紹介し、それを修正した M
国 N 財モデルの解析手順を説明する。この M 国 N 財モデルはグレアム・モデルをいく
つかの点で修正したばかりでなく、内容的にも異なる点が少なくない。そこで、グレア















てグレアムの 2 国多数財ケースをオファーカーブで表現できることを示そうとし、Metzler(1950)は、3 国
以上のケースではうまくいかないとしつつも、2 国ケースでは Elliott 説を支持できるとし、Whitin(1953)




数が増えると指摘している（Graham, 1948, pp. 146-51）。
*6 この問題に関心がなかったわけではない。たとえば、一国の繁栄（つまり、1 人あたり所得や賃金率）
は 1人あたり物的生産性と商品交易条件の関数であり、前者がより重要である、と述べているし（ibid. p. 50,
pp. 212-3, p. 233）、貨幣賃金率への言及もある（p. 261, p. 307）。彼の理解は本稿で説明するものとほぼ同
じと考えられる。
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研究を行い、1948年に主著 The Theory of International Valuesを公刊した*3。しかし、彼
の研究は主流派経済学の内部で評価されず、ほとんど忘れ去られた存在となった。理由






















"When we think in terms of opportunity cost it can be conclusively demonstrated that Ricardo,
Mill, and the neo-classicists, were wholly wrong in supposing that the same rule which regulates
the relative value of commodities in one country does not regulate the relative value of the
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(1948) p. 69の注を参照。なお、補論 1も参照のこと。
*9財の数が国の数と同じかそれ以下というケースの論稿は非常に多い。Jones(1961)、石川・古沢（2005）
第 5 部「多数国多数財リカードモデルの幾何学的分析」に収められた 3 編の論文（池間[1993]、三邊
[2001]、東田[2005]）がそうであり、これらの論稿は連結財を重視せず、完全特化パターンに注意を集中











使って説明している*7。彼は 2国 2財から 10国 10財に至るまで数多くの数値例を示して
いるが、適正な例は基本的に 3国 3財以上であるべきだ、というのが彼の真意だ。2国 2
財や 2 国多数財モデルは他と対比したときの彼の理論の特徴を示すために用いられてい




以上がグレアム・モデルの骨子だが、それを少し修正した M 国 N 財という一般的ケ
ースでモデルの構造と均衡解の導出方法を説明する。M は 3 以上、N は 4 以上の整数、
かつ M ＜ Nとする。一般に、多数国多数財モデルといえば M と Nが 3以上とすればよ
いが、M ＜ N とすることで財の数が国の数より多いという現実を反映させる。ただし、



















































































つまり M 個。各財ごとの需給が一致しなければならないから、需給一致条件が N 個。







*17グレアムはリンボーを国際価値が不安定で不確定な unstable and indeterminate 状態、また、ある連結型









































*18 各国が他に突出して生産性の高い 1 部門をもち（これは非活動地点との競争性テスト合格の可能性を
高める）それらの部門の労働投入係数がほぼ等しい、各国の支出係数が各財ほぼ均等である、各国の労働
量がほぼ等しい、このような条件を揃えれば完全特化が出現するかもしれない。なお、付論参照。








-1-lとなる（McKenzie,1954a）。連結財が 1 つ減るたびにリンボーが 1つ発生する、と考
えればわかりやすい。他方、相対価格ないし相対賃金率はそれぞれに連結された l+1 群








多数国多数財の最小モデルである 3国 4財モデルを設定しよう。A、B、Cの 3国、第 1
財から第 4 財までの 4 財からなるものとする。前節で述べたことを確認する意味も込め
て、まず一般的な記号表現を与え、そのあとで具体的な数値を与える。
労働投入係数を aij、支出係数を bij（i=A,B,C；j=1～ 4）とし添字は国と財番号を意味
する。Li（i=A,B,C）は労働量で添字は国を表す。これらが与件。連結型なので活動地点




とえば A国第 1 財であれば、wALA*bA1/p1で表現できる。他でも同様なので特に記号は
設けない。








「3+2+1」型が 288通り、「2+2+2」型が 96 通りで合計 432通りとなる。この措置によって、調査すべきパ



























具体的な数値例を設定しよう。AB の 2 国間で A 国の比較優位度が高い順番に財の番
号を振る*20。財の単位は A 国の労働投入係数がすべての財で 1 になるように取る。B 国
のそれは第 1 財から順に 5、4、3、2。C 国は第 1 財から順に 60、25、30、7。A 国が先
進国、B 国が新興国、C 国が発展途上国、こんなイメージだ*21。技術条件をこのように
与えると、10 通りの合理的な分業パターンが確定する。3 国の生産する財と相対価格お
よび賃金率を列記すると以下のようになる。財価格は第 1 財から第 4 財までの順、賃金
率は A・B・C国の順。
4+1+1型（1国が 4財生産し他が 1財ずつを生産する型）
① A国は全 4財、B国と C国はともに第 4財。価格はすべての財で 1。
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賃金率は 1・1/2・1/7。
② B国は全 4財、A国は第 1財、C国は第 4財。価格は 1・4/5・3/5・2/5。
賃金率は 1・1/5・2/35。
③ C国は全 4財、A国と B国はともに第 1財。価格は 1・25/60・1/2・7/60。
賃金率は 1・1/5・1/60。
3+2+1型（1国が 3財、他の 1国が 2財、残りの 1国が 1財生産する型）
④ A国は第 1・2・3財、B国は第 3・4財、C国は第 4財。価格は 1・1・1・2/3。
賃金率は 1・1/3・2/21。
⑤ A国は第 1・2・3財、C国は第 2・4財、B国は第 3財。価格は 1・1・1・7/25。
賃金率は 1・1/3・1/25。
⑥ B国は第 1・2・3財、C国は第 2・4財、A国は第 1財。価格は 1・4/5・3/5・28/125。
賃金率は 1・1/5・4/125。
⑦ B国は第 2・3・4財、A国は第 1・2財、C国は第 4財。価格は 1・1・3/4・1/2。
賃金率は 1・1/4・1/14。
⑧ C 国は第 2・3・4 財、A 国は第 1・3 財、B 国は第 3 財。価格は 1・5/6・1・7/30。
賃金率は 1・1/3・1/30。
⑨ C国は第 2・3・4財、B国は第 1・3財、A国は第 1財。価格は 1・1/2・3/5・7/50。
賃金率は 1・1/5・1/50。
2+2+2型（いずれの国も 2財ずつ生産する型）








まず、①。B 国は C 国とともに第 4 財を生産するが、B 国第 4 財は BC 間でもっとも
比較優位度が低い。次に③。B 国は A 国とともに第 1 財を生産しているが、B 国第 1 財
は AB 間でもっとも比較優位度が低い。⑤と⑧。ともに B 国で 1 財のみを生産するパタ
ーンだが、その 1 財は AB 間で B 国がもっとも高い比較優位度をもつ第 4 財でもなけれ
ば、BC 間で B 国がもっとも高い比較優位度をもつ第 1 財でもない。⑥で B 国は 3 財を
生産するが、その中に第 4 財は含まれていない。⑨で B 国は 2 財を生産するが、その 2
財は AB 間で比較優位度序列 2 番目および 4 番目の財で、もっとも優位度の高い第 4 財
は生産されない。最後にきわめつけは各国が 2 財ずつ生産する⑩。AB 間ではもっとも
比較優位度の高い B 国第 4 財が生産されず、AC 間では A 国側で 2 番目に比較優位度の
高い第 3 財ではなく、比較優位度 3 番目の第 2 財が生産される。BC 間では B 国がもっ
とも高い比較優位度をもつ第 1 財が生産されない。各 2 国間の比較優劣関係がすべて崩
れている。
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A国賃金率は常に 1なので B国と C国の賃金率のみを抜き出して一覧表にすると表 1の
ようになる。双方とも高い順に並べ、生産する財の数と分業パターンを併せて示した。
表 1：分業パターンごとの賃金率と生産する財の数
B 賃金率 1/2 1/3 1/3 1/3 1/4 1/4 1/5 1/5 1/5 1/5
財の数 1 1 1 2 2 3 1 2 3 4
国 パターン ① ⑤ ⑧ ④ ⑩ ⑦ ③ ⑨ ⑥ ②
C 賃金率 1/7 2/21 1/14 2/35 1/25 1/25 1/30 4/125 1/50 1/60
財の数 1 1 1 1 2 2 3 2 3 4
国 パターン ① ④ ⑦ ② ⑤ ⑩ ⑧ ⑥ ⑨ ③
生産技術がまったく同じなのに、分業パターンに応じて大きな賃金率格差が発生して
いる。一般的には、生産する財の数の少ない方が自国賃金率に有利であるということが
いえる。だが、これも絶対ではない。対 A 国で B 国からみてもっとも不利な 1/5 という
賃金率格差をもつ 4 パターンで生産される財の数は 1 ～ 4 財と散らばっている。C 国で
も 1 ヶ所入れ替わりがある。さらに、よくみると、賃金率格差の散らばり具合は、AB
間、AC 間、BC 間を問わず、4 部門の労働生産性格差すべてに対応していることがわか















をもつのは④の分業パターンだけで、残りは 1 ないし 2 個で負の解になる。つまり、与
えられた条件のもとでは、A 国が第 1 財から第 3 財までを生産し、B 国が第 3 財と第 4
財を生産し、C 国が第 4 財を生産する分業パターンとなる。そのときの賃金率格差は A
国を 1として B国が 1/3，C国が 2/21。各国生産量と消費量は表 2の通り。
表 2：各国生産量と消費量（その 1）
生産量 消費量
第 1財 第 2財 第 3財 第 4財 第 1財 第 2財 第 3財 第 4財
A国 404.8 404.8 190.5 0 250.0 250.0 250.0 375.0
B国 0 0 214.3 178.6 83.3 83.3 125.0 62.5
C国 0 0 0 428.6 71.4 71.4 71.4 107.1





第 1財 第 2財 第 3財 第 4財 第 1財 第 2財 第 3財 第 4財
A国 485.7 485.7 28.6 0 300.0 300.0 200.0 300.0
B国 0 0 295.2 57.1 100.0 100.0 33.3 100.0




この状態からさらに与件を変えてみる。他はそのままにして A 国の労働量を 1 刻みで
減らしていく。当然のことだが、A 国の 3 財生産量は減少していく。そして、928 にい
たったとき、A 国第 3 財の生産量が負となる。他の分業パターンでもすべてが正の生産
量をもつものが存在しない。
リンボーの出現である。AB 間を連結していた第 3 財が A 国で生産されなくなり、A
国と BC両国間の連結が途切れた。BC間の連結は維持されている。分業パターンでいえ
ば、A 国が第 1 財と第 2 財を生産し、B 国が第 3 財と第 4財を、C 国が第 4 財を生産し
ている。財価格でいえば、第 1・2 財の相対価格と第 3・4 財の相対価格は決まっている







*22 参考までに。A 国労働量 929 でこのリンボーケースを解くとすべて正の解となるが、第 3 財価格は















A 国労働量 928 でこれを解くとすべての解が正であり、かつ競争性テストにも合格し
ている*22。そのまま引き続き A 国の労働量を減らしていこう。しばらくのあいだ、リン
ボー型の分業パターンが維持される。その間、B国と C国の賃金率は低下し続ける。第 1
・2 財グループと第 3・4 財グループ間の相対価格も後者に不利なかたちで連続的に変化
していく。途中経過になるが、A国労働量を 800としたときの計算結果を示しておく。A
国賃金率 1、B国のそれが 0.29、C国のそれが 0.08。財価格は第 1・2財がともに 1、第 3
財が 0.86、第 4財が 0.57（小数点第 3位で四捨五入）。表 1の数値と照らし合わせていう




第 1財 第 2財 第 3財 第 4財 第 1財 第 2財 第 3財 第 4財
A国 400 400 0 0 240 240 185.7 278.6
B国 0 0 309.5 35.7 86.2 86.2 66.7 100
C国 0 0 0 428.6 73.8 73.8 57.1 85.7
さらに A国の労働量を減らし続けよう。やがて、第 1財と第 2財の生産量が A国だけ
では需要を賄えなくなる。B 国と C 国のどちらかが第 1 財ないし第 2 財の生産に参入し
なければならなくなる。それは競争性テストの合否となって現れる。このリンボー型は A
国労働量 697 まで競争性テストに合格するが、696 になると第 2 財価格 1 に対して B 国
第 2 財の生産費用が 0.9994 となる。B 国第 2 財産業が生産活動を開始し⑦の分業パター
ンへと移行する。そこで、A 国労働量 696 で連結型の計算をしてみると、確かに⑦のみ
*23分業パターンに応じて価格と賃金率が変化するので少しは変化する。
*24 塩沢(2014)の用語。世界生産フロンティアを構成する面のことで、後出する図 1 でいうと領域 1 ～ 3





引き続き A国労働量を減らし続けよう。A国の第 1財および第 2財の生産量が減り続
け、それを B 国が補うかたちで第 2 財の生産量を増やし続ける。B 国の労働量は一定だ
から、第 2 財の生産量を増やし続ければ第 3 財と第 4 財の生産量が減り続ける。A 国労
働量が 607 になると、B 国第 4 財生産量が負になる。⑦だけでなく他のすべての分業パ
ターンも負の生産量を含む。再びリンボーの出現。だが、このたびは B 国第 4 財の生産
停止に伴うもので AB 間の連結は維持されつつ C 国が連結から外れる。A 国が第 1 財と
第 2 財、B 国が第 2 財と第 3 財、C 国が第 4 財を生産するというリンボー型の分業が成
立する。このリンボーは A 国労働量が 230 になるまで続く。229 になると⑩の分業パタ
ーンへと移行する。⑩の分業パターンは A 国労働量が 159 になるまで持続し、158 にな
ると、A国が 1財だけを生産するリンボーへ移行する。
まとめよう。A 国労働量以外の与件を固定し（B 国労働量 1000、C 国労働量 3000、支
出係数は 3国とも同じで、第 1財と第 2財が各 0.3、第 3財と第 4財が各 0.2）、A国労働
量だけを変動させたときの分業パターンを追跡した結果は以下のようになる。すべての
ケースについて整理しておく。
A国労働量 3715以上：①の分業パターン（A国全 4財、B国第 4財、C国第 4財生産）
同 3714～ 2476：リンボー型（A国第 1～ 3財、B国第 4財、C国第 4財生産）
同 2475～ 927：④の分業パターン（A国第 1～ 3財、B国第 3・4財、C国 4第財生産）
同 928～ 697：リンボー型（A国第 1・2財、B国第 3・4財、C国第 4財生産）
同 696 ～ 608：⑦の分業パターン（A 国第 1・2、B 国第 2 ～ 4 財、C 国 4 第財生産）
同 607～ 230：リンボー型（A国第 1・2財、B国第 2・3財、C国第 4財生産）
同 229～ 159：⑩の分業タイプ（A国第 1・2財、B国第 2・3財、C国第 2・4財生産）
同 158～ 127：リンボー型（A国第 1財、B国第 2・3財、C国第 2・4財生産）
同 126以下：⑥の分業パターン（A国第 1財、B国第 1～ 3財、C国第 2・4財生産）





になる*25。第 2 に、賃金率は一般に小国に有利になる。A 国が BC 両国に対して小国化
するという方向で与件を変化させたところ、分業パターンの変遷と表 1 の賃金率との対



















発点は表 2 の状態。A 国と B 国の労働量を各 1000、C 国労働量を 3000 で固定。生産技
術も変えないので生産フロンティアは動かない。出発点での各国支出係数は 4財とも 0.25
だが、これを第 1 財と第 4 財について各国共通に 0.01 刻みで増減させる。第 2 財と第 3
財の支出係数は動かさない。このときの挙動を以下に整理した。支出係数は第 1 財のみ
示し、第 4財のそれ（0.5－第 1財支出係数）は省略。
第 1財 0.01：①の分業パターン（A国全 4財、B国第 4財、C国第 4財生産）
同 0.02～ 0.11：リンボー型（A国第 1～ 3財、B国第 4財、C国第 4財生産）
同 0.12～ 0.32：④の分業パターン（A国第 1～ 3財、B国第 3・4財、C国 4第財生産）
同 0.33～ 0.41：リンボー型（A国第 1～ 3財、B国第 3財、C国第 4財生産）









る。図示することで理解しやすくなるので、塩沢（2014）に掲載された 2 国 3 財（AB2
国・財 1~3）の数値例を借りて説明しよう。
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A国の労働投入係数は財 1から順に 20、40、30、B国のそれは 50、20、20。A国の労
働量は 400、B国は 600。これの世界生産フロンティアを描くと図 1のようになる。
図 1：2国 3財モデルでの挙動観察
領域 1 ～ 3 は連結型の分業パターン。2 本の稜線があり，これらはリンボー型分業パ
ターン。2 国しかないのでリンボー型は必ず完全特化となる。括弧内の AB と数値の組
み合わせは分業のパターンを示すもので、たとえば（A13:B23)は A 国が財 1 と 3 を、B
国が財 2と 3を生産することを意味している。参考までに財の物量単位も示しておいた。
支出係数を変化させたとき、需要点＝生産点がどのような軌跡を描くのかをこの図に
プロットする。係数の動かし方はさまざまあるが、ここでは、財 3を 0.2に固定し、財 1
を 0.01から 0.01刻みで増やす（他方、財 2が 0.79から 0.01刻みで減る）。図に点線で書
き入れたものがそれで、右端の○印から出発し、領域 3 →稜線→領域 2 →稜線→領域 1
を通って左端の○印にたどり着く。支出係数の動きを物量構成体にプロットしているこ
とに注意して欲しい。i国 j財の支出係数 bij、i国 j財の需要量 dij、i国所得 Yiおよび j財





は常に 1となる。これに対して、B国賃金率は出発点である領域 3で 2、最初の稜線で 2
→ 1.5、領域 2 で 1.5、次の稜線で 1.5 → 0.4、領域 1 で 0.4 と断続的に低下していく。稜

































第 1・2財、B 国が第 2・3 財、C 国が第 2・4財を生産）が成立しているとしよう。第 2
財が 3国共通の連結財となっている。先述したように、価格は第 1財から順に 1・1・3/4
・7/25、賃金率は A国から順に 1・1/4・1/25となっている。
ここで、C国第 4財の労働生産性が 2倍（労働投入係数が 7から 7/2）になったとしよ
う。このときに生じる変化は第 4 財価格が 7/50 に低下するだけで、この他の財価格も各
国賃金率も変化しない*26。第 3 財価格の低下により実質賃金率は上昇しているが、これ
















第 2 に、多数国多数財モデルにおける合理的分業パターンは任意に取りだした 2 国間
比較優劣関係に従わないことが多く、複雑な様相を呈する。
第 3 に、各国労働量と需要構造とが与えられれば特定の分業パターンが決まる。それ





































































































3.3 不完全雇用ケースの 3国 4財数値例




第 1財 第 2財 第 3財 第 4財
A国 80 90 100 110
B国 40 60 70 110
C国 20 30 40 50
世界計 140 180 210 270
このとき、4 つの連結型分業と 3 つのリンボー型分業が成立可能となり、それぞれの




分業型 ④ ⑦ ⑩ ⑤
A国 343 320 300 285 276 294 301
B国 730 777 830 770 733 630 602
C国 1295 1377 1470 1890 2350 2534 2600
表 5の需要量を動かすと、当然のことながら各国雇用量は変動する。大きく動かせば、






では、連結型の中ではどれに決まるのか。恣意的だが、労働量を A国 350、B国 800、C




⑩のただ 1つしかない。雇用量は A国から順に 155，733，3865。
表 7：各国各財の需要量（その 2）
需要量
第 1財 第 2財 第 3財 第 4財
A国 40 50 60 70
B国 40 60 70 110
C国 40 50 60 70













「A国第 1・2財、B国第 2・3財、C国第 3・4財生産の分業パターン」を例にとろう。A
国で自らは生産していない第 4 財の需要量が増えたとする。すると、まず C 国の第 4 財
生産量が増える。しかし、C 国の収支均衡式を満たすためには第 3 財の生産量が減らな
ければならない。第 3 財の需要量が減っているわけではないので、B 国が増産してカバ
ーする。ここでも収支均衡条件に制約されて、B 国第 2 財生産量が減る。それをカバー














しばしこの条件を緩めてみよう。A国第 4財の需要増加は C国第 4財の増産をもたらし、
増産によって増えた所得が C 国の各財需要量を増加させ、それがまた、各国の生産量し
たがって雇用増加につながる、という波及効果が現れる。短期的な波及効果拡散の過程















































Jones(1961)はリカード型 3 国 3 財数値例モデルを提示し、各国が 1 財ずつに完全特化
する場合、どのような分業パターンが効率的かを示した。特化するすべての財の労働投






第 1財 第 2 財 第 3 財
A国 2 ③ 10
B国 4 5 ⑩
C国 ③ 7 10
完全特化パターンをわかりやすく示すために、特化する財の投入係数を丸囲みにした。
これらの積は 90で、確かに他の組み合わせよりも小さい。完全リンボー型の合理的な分









3wC＜ 2wAかつ 3wC＜ 4wB （C国第 1財）
3wA＜ 5wBかつ 3wA＜ 7wC （A国第 2財）
10wB＜ 10wAかつ 10wB＜ 10wC （B国第 3財）
整理して






価格を「労働投入係数×賃金率」に置き換えたうえで、3 式のうちから 2 式をとりだし




2LC＞ 3LAかつ 4LC＞ 3LB
5LA＞ 3LBかつ 7LA＞ 3LC
LB＞ LAかつ LB＞ LC
これらを整理して、
3/2LA ＜ LC ＜ LB ＜ 5/3LA








賃金率は以下の通り。価格は第 2財が 1.6、第 3財が 320/99。
完全特化型分業の生産量・消費量の 1 例
生産量 消費量 賃金率
第 1 財 第 2 財 第 3財 第 1 財 第 2財 第 3財
A国 0 200 0 320/3 200/3 33 8/15
B 国 0 0 99 320/3 200/3 33 32/99







ドイツの経済学者マンゴルト*29（Hans von Mangoldt [1824-68]）は 1863年に公刊され
た Grundriß der Volkswirthschaftslehre（『経済学要綱』）のなかで、グレアム型モデルとほ
ぼ同型の 2 国 3 財および 2 国 5 財の数値例を提示していた。これは Edgeworth(1894)で
取り上げられたことにより英語圏でも知られるようになった。その後、だいぶ経った 1975
年に、この箇所を含む Appendix II（pp. 185-224）が英訳されて Journal of International
Economics誌にMangoldt(1975)として掲載されている（監訳者 J. S. チップマンの序文に
よれば、初の英訳）。マンゴルトの数値例はいささか煩瑣だが、2国 3財ケースは Edgeworth
(1894)が簡潔な説明を与えている。ここでは 2 国 5 財ケースを適宜アレンジしながら紹
介する。
Ⅰ国とⅡ国が A・B・C・D・E の 5 財を生産する。両国は各財の生産に必要な一定量
の生産資源を保有しており、この生産資源（produtive force, productive power, productive





A B C D E A B C D E
Ⅰ国 4 7 6 8 5 100 60 60 40 80





A B C D E A B C D E
Ⅰ国 171+3/7 118+38/49 0 47+6/7 0 100 60 105 40 87.5
Ⅱ国 0 0 165 22+1/7 137.5 71+3/7 58+38/49 60 30 50
D が連結財（エッジワースは standard commodity という用語を使用）となっており、
Ⅰ国からⅡ国へ輸出されている。財価格は D をニュメレールとして A から順に 1/2・7/8
・3/7・1・4/7。完全雇用と収支均衡が成立している。
次いで、マンゴルトは想定を変えてさらに 3 つのケースを提示する。いずれの変更も
貿易前のⅠ国の E財消費量を 80→① 115+3/7→② 128→③ 144と増やす（つまり、Ⅰ国
の生産資源量を増やす）だけで他は変えない。それぞれの結果は以下の通り。①：Ⅰ国
が A・B・D、Ⅱ国が C・E を生産するリンボー型分業となるが、財価格は不変。②：同
*30 Gomes(1990)は新古典派貿易理論の 2 人の先駆者としてクールノー（Antoine Augustin Cournot





じリンボー状態だが、財価格は C・E が上昇する方向に変化し A から順に 1/2・7/8・
75/164・1・100/164。③Ⅰ国が A・B・D・E、Ⅱ国が C・E を生産する連結型分業が成立




A B C D E A B C D E
Ⅰ国 176+9/41 122+206/287 0 72.012 0 100 60 98.4 40 131.2
Ⅱ国 0 0 158.4 0 181.2 76+9/41 62+206/287 60 30.012 50
生産量 貿易後の需要量＝消費量
A B C D E A B C D E
Ⅰ国 178+1/8 124+2/7 0 72+13/16 11 100 60 96 40 144







ゴルトが短命だったことだろう。1863 年に著書を出版した 5 年後に 44 歳の若さでこの
世を去っている。
しかし、最大の理由はマンゴルトが主流派経済学の枠組みから抜けていなかったこと






















第 1財 第 2財 第 1財 第 2財
A国 1 1 0.5 0.5

































第 1財 第 2財 第 1財 第 2財
A国 1 1 8 18
















合理的な分業パターンがただ 1つに決まることもある。たとえば、先の需要量を A国と B




足し合わせて B 国の雇用量と見なして作図したものだ。赤線の雇用量は A 国で 34、B
国で 52、緑線はそれぞれ 23 と 68。68 の意味は次のように考えればよい。緑線の分業パ
ターンで所与の需要量（需要額に直すと、8×1+18×0.5=17）を過不足なくまかなうために
は、B 国の所得がそれに見合う水準でなければならず、そのために必要な雇用量が 68

















① 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 ⑥ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/2 B国 5 4 3 2 1/5
C国 60 25 30 7 1/7 C国 60 25 30 7 4/125
② 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 ⑦ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/5 B国 5 4 3 2 1/4
C国 60 25 30 7 2/35 C国 60 25 30 7 1/14
③ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 ⑧ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/5 B国 5 4 3 2 1/3
C国 60 25 30 7 1/60 C国 60 25 30 7 1/30
④ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 ⑧ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3 B国 5 4 3 2 1/5
C国 60 25 30 7 2/21 C国 60 25 30 7 1/50
⑤ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 ⑩ 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3 B国 5 4 3 2 1/4
C国 60 25 30 7 1/25 C国 60 25 30 7 1/25





第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/2-1/3 B国 5 4 3 2 1/3
C国 60 25 30 7 2/7*wB C国 60 25 30 7 1/25-1/30
- 34 -
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/4-1/5 B国 5 4 3 2 1/3-1/4
C国 60 25 30 7 2/7*wB C国 60 25 30 7 1/25
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/5 B国 5 4 3 2 1/4-1/5
C国 60 25 30 7 2/35-4/125 C国 60 25 30 7 4/25*wB
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/5 B国 5 4 3 2 1/5
C国 60 25 30 7 1/50-1/60 C国 60 25 30 7 4/125-1/50
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3-1/4 B国 5 4 3 2 1/4
C国 60 25 30 7 2/7*wB C国 60 25 30 7 1/14-1/25
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率 第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1 A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3 B国 5 4 3 2 1/3-1/5
C国 60 25 30 7 2/21-1/25 C国 60 25 30 7 1/10*wB
リンボー型分業②（リンボー2つ：完全特化型）
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/4-1/5
C国 60 25 30 7 1/7-1/60, 2/7wB-4/25wB
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3-1/4
C国 60 25 30 7 1/7-1/25, 2/7wB-1/10wB
第1財 第2財 第3財 第4財 賃金率
A国 1 1 1 1 1
B国 5 4 3 2 1/3-1/5








井上孝 訳／ A. E. オット・H. ヴィンケル著（1992）『理論経済学の歴史』東海大学出版



























Bastable, C. F. (1903), The Theory of International Trade with Some of Its Applications to
Economic Policy, 4th ed. Macmillan & Company, limited.
Chipman, John S. (1965), "A Survey of the Theory of International Trade: Part 1, The Classical
Theory," Econometrica,Vol. 33, No. 3.
Dornbusch, R., S. Fischer, and P. A. Samuelson, (1977), "Comparative Advantage, Trade, and
Payments in a Ricardian Model with a Continuum of Goods," American Economic
- 36 -
Review, V0l. 67, No. 5.
Dosi, G., K. Pavitt, and L. Soete (1990), The Economics of Technical Change and International
Trade, BPCC Wheatons Ltd..
Edgeworth, F.Y. (1894), "The Theory of International Values III," Economic Journal, Vol. 4,
No. 16.
Elliott, G. A. (1950), "The Theory of International Values," Journal of Political Economy, Vol.
58, No. 1.
Gomes, Leonard (1990), Neoclassical International Economics: An Historical Survey,
Macmillan.
Graham, Frank D. (1923), "The Theory of International Values Re-examined," Quarterly Journal
of Economics, Vol. 38, No. 1.
Graham, Frank D. (1932), "The Theory of International Values," Quarterly Journal of
Economics, Vol. 46, No. 4.
Graham, Frank D. (1948), The Theory of International Values, Princeton University Press.
Jones, Ronald W. (1961), "Comparative Advantage and the Theory of Tariffs: A Multi-country,
Multi-commodity Model," Review of Economic Studies, Vol. 28, No. 3.
Lewis, W. Arthur (1969), Aspects of Tropical Trade, 1883-1965, Almqvist and Wiksell, also in
M. Gersovitz ed., Selected Economic Writings of W. Arthur Lewis, 1983.
Mangoldt, Hans von (1975), "On the Equation of International Demand," Journal of
International Economics, Vol. 5, No. 1. The translation was carried out by Siegfried
Schach and was edited by J. S. Chipman（オリジナルは 1863年刊）。
McKenzie, Lionel (1954a), "Specialisation and Efficiency in World Production," Review of
Economic Studies, Vol. 21, No. 3.
McKenzie, Lionel (1954b), "On Equilibrium in Graham’s Model of World Trade and Other
Competitive Systems," Econometrica Vol. 22, No. 2.
Melvin, James R. (1969), "On a Demand Assumption Made by Graham," Southern Economic
Journal, Vol. 36, No. 1.
Metzler, Lloyd A. (1950), "Graham's theory of international values," American Economic
Review, Vol. 40, No. 3.
Nicholson, J. Shield(1897), Principles of Political Economy, Vol. II. Adam and Charles Black.
Pasinetti, Luigi L. (1981), Structural Change and Economic Growth: A Theoretical Essay on the
Dynamics of the Wealth of the Nations, Cambridge University Press（大塚勇一郎・渡
会勝義訳『構造変化と経済成長』日本評論社、1983年）。
Shiozawa, Yoshinori (2012), "Subtropical Convex Geometry as the Ricardian Theory of
International Trade," Unpublished, a preprint version is uploaded in Shiozawa's
Contribution page in ResearchGate.
Viner, Jacob (1937), Studies in the Theory of International Trade, Harper & Brothers（中澤進
一訳『国際貿易の理論』勁草書房、2010年）。
Whitin, T. M. (1953), "Classical Theory, Graham's Theory, and Linear Programming in
International Trade," Quarterly Journal of Economics, Vol. 67, No. 4.
